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R3年度とりまとめ

上段：実績
下段：暫定目標

値

原子力災害で操業自粛を余儀なくされた沿岸漁業
は、平成24年に試験操業を開始し、令和3年4月から
は本格的な操業への移行期間へとシフトした。生
産・流通を震災前水準に回復させるため、漁業関係
団体がロードマップを定め更なる操業拡大に取り組
んでいるが、生産額は震災前の27%(令和3年)に留
まっている。

令和4年3月発生の本県沖地震の被害を受けた市場等
の生産基盤の復旧やALPS処理水の海洋放出に伴い新
たな風評が発生することが懸念される中、更なる操
業拡大が必要である。

漁業関係者の計画的な増産の取組を支援するととも
に、新たに必要となる水産加工・流通施設の整備を
推進、モニタリング検査や自主検査を通じた正確な
情報発信など県水産物に対する消費者の安心を確保
する取組、資源管理しながら生産を拡大する「ふく
しま型漁業」の実現に向けた取組の推進を図る。

第２節
多様な担
い手の確
保・育成

３　漁業
担い手の
確保・育

成

沿岸漁業新規
就業者数

― （75※）　人
※H23～R2累計（参

考）

21 億円 R3 100

億
円
以
上

第１節
東日本大
震災・原
子力災害
からの復
興の加速

化

１　生産
基盤の復
旧と被災
した農林
漁業者等
への支援

沿岸漁業生産
額

R2

本格的な操業を目指す取組を担う人材の確保・育成
に向け、漁業経営体の後継者を中心に継続して新規
就業者を確保していくことが必要。
新規就業者が、将来自立できる経営環境を整備して
いく必要がある。

学生を対象とした漁業体験教室や水産出前教室等の
開催、新たに就業する漁業後継者等を対象とした漁
業現場での研修や資格取得等の支援など将来の就業
へつなげる取組を実施し、新規就業者の確保・育成
を図る。

漁業経営体数 R2 577
経営
体

R3 500

経
営
体
以
上

R3
累計
100

人
以
上

震災直後の沿岸漁業新規就業者数は0人であった
が、近年は回復傾向にあり、平成29年度以降の5ヶ
年平均では11.2人と、目標の10人/年を上回る結果
となっている。

操業再開した経営体数は、震災後大きく落ち込んだ
が、試験操業の取組拡大と連動して増加し、現状で
は震災前の７９％まで回復した。

人口減少・高齢化社会となる中、新規就業者の確保
に加え、漁業者が将来にわたり安心して漁業を営ん
でいける環境づくりが必要である。

漁業後継者等を対象とした漁業現場での研修や資格
取得等の支援など新規就業者の確保・育成を進める
とともに、生産から流通、消費に至る総合的な取組
を通じて操業拡大を支援する。

第３節
生産基盤
の確保・
整備と試
験研究の

推進

３　漁業
生産基盤
の整備

復旧した漁場
等の生産力の
発揮に取り組
んだ団体数

漁場復旧や試験操業の拡大に伴う漁場利用の再開等
に伴い、団体数も増加している。

現状では必要な取組団体数は充足されているが、沿
岸漁業の水揚量は震災前の2割に留まっていること
から、操業拡大の進展による新たな漁場整備等に伴
い、操業ルールの合意形成の場などが必要になる。

操業拡大と合わせて、漁業者の意向確認や操業ルー
ル等の確認を進め、必要に応じた協議の場の設置等
を支援する。

４　戦略
的な品
種・技術
の開発

水産試験研究
機関が開発し
た技術の導入
魚種数

R2 14

R1

操業データの拡充のため、ICT技術を導入する漁船
数を増やす。また、これまでに蓄積されたデータと
併せて解析を進め、試験研究の高度化及び開発技術
の更なる実装に取り組む。

50

魚
種
以
上

第４節
需要を創
出する流
通・販売
戦略の実

践

１　県産
農林水産
物の安全
と信頼の
確保

内水面遊漁者
数

R1 39,877

魚種 R3

内水面魚介類の出荷制限指示の解除に伴い、遊漁を
再開した漁場が増加してきたことから、現状では震
災前の61%まで回復した。

原子力災害に伴う遊漁者数の減少に加え、新型コロ
ナウイルス感染症対策や天候不順等、複合的な要因
による遊漁者数の減少も課題である。

内水面漁業協同組合が行う種苗放流への支援や、外
来魚、カワウ等漁業被害対策を進めるとともに、出
荷制限指示の解除や本県河川・湖沼の魅力PR等、遊
漁者の増加につながる取組を進める。

人 R2

15 件 R3
累計
20

件
以
上

従来から技術が導入されている魚種については、引
き続き技術継承をしていくとともに、ICT技術を用
いて漁船（標本船）から収集した漁獲情報等を用い
て、新たな対象魚種を含む沿岸漁業主要魚種を対象
とし、試験研究を実施する。

試験研究で開発した技術の精度向上には、解析に用
いる科学的データを更に増やす必要があるが、令和
３年度現在でICT技術の導入が完了している標本船
が４隻（沖合底曳網）とまだ少ない。

56,000
人
以
上

地域や漁法ごとに策定する漁業復興計画に基づく、
計画的な水揚量の増や本県への水揚げ増の取組を支
援するとともに、メディア連携による本県漁業の魅
力やおいしさ等の発信、購入機会を増やす取組を進
める。

100
％
以
上

震災後の操業自粛や、他県船による本県水揚げの減
少等、県産水産物の生産量が減ったことに伴う販路
の縮小が大きく影響し、回復が遅れている。

３　消費
拡大と販
路開拓

県内公設市場
における県産
水産物取扱量
の回復割合

H29 33 ％ R2

億
円
以
上

沿岸漁業は、操業自粛に伴い大きく減少し、現状で
も震災前の約2割に留まっている。沖合・遠洋漁業
は、震災の影響や対象魚種（サンマ、カツオ等）の
不漁等の影響を受けているものの、現状では震災前
の約8割まで回復している。

県産水産物の流通量を増やすための操業拡大や本県
への水揚げ増とともに、消費者の県産水産物に対す
る理解や購入機会の創出が必要である。

第６節
活力と魅
力ある農
山漁村の

創生

２　農林
水産業・
農山漁村
が有する
多面的機
能の維
持・発揮

河川・湖沼の
漁場環境保全
等に取り組む
人数

R2

％
以
上

３産地の
競争力強

化

消費地市場に
おける県産水
産物の平均単
価回復割合

R2 136 ％ R2 100

第５節
戦略的な
生産活動
の展開

１　県産
農林水産
物の生産
振興

海面漁業・養
殖業産出額

億円H30 97

             　　　　　　　　　福島県農林水産業振興計画（計画期間：R4～R12）の水産関連指標とR3の状況

内水面魚介類の出荷制限が指示される中、震災前か
らの組合員は出荷制限解除に向けたモニタリングの
実施等、遊漁再開に尽力してきたが、高齢化に加え
新たな担い手の加入が大きく減少している状況であ
る。

高齢化による組合員の減少を補完するため、組合員
の新規加入の促進が不可欠である。

出荷制限指示の解除による漁業・遊漁再開を進める
とともに、改正漁業法による組合員加入要件緩和
や、地元自治体との連携により、組合加入の促進を
図る。

今後の取組等課題
現状分析と
今後の見通し

12,735 人 R3 12,000
人
以
上

試験操業の取組では、価格を調査しながら慎重に試
験流通を行ってきたことや、ヒラメの出荷サイズ大
型化による競争力強化の取組等により、現状では価
格下落はみられていない。

今後の沿岸漁業の増産による流通量の増加や、新型
コロナウイルス感染症の動向等、価格に影響を及ぼ
す要因を考慮する必要がある。

県産水産物の価格維持・向上に繋がる取組として、
高付加価値化やブランド強化、マーケット・インの
視点に基づく水産加工品の開発等の取組を進める。

沿岸漁業の操業拡大による産出額の回復が不可欠で
ある。また、沖合・遠洋漁業は、対象魚種の資源変
動の影響に加え、漁船燃油高騰の影響など、新たな
課題が生じている。

漁業関係者の計画的な増産の取組を支援するととも
に、流通、消費に至る総合的な取組を展開し「ふく
しま型漁業」の実現を図るとともに、県試験研究機
関の水産資源調査による水産資源の持続的利用の推
進、国の燃油高騰対策等の活用支援等に取り組む。

R2 200


